
0

中西地域の広域連系系統に係る計画策定プロセス

（中部関西間連系線に係る費用負担割合等について）
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1本日ご議論いただきたい事項

◼ 中西地域の計画策定プロセスのうち、中部関西間連系線については、2023年12月に決定した基本
要件及び受益者の範囲に基づき、業務規程第56条の４の規定により、中部PG及び関西送配電に
対して、実施案の提出を求めたところ。

◼ その後、前回委員会（24/3/25）において、実施案及び事業実施主体を決定するため、中部PG及び
関西送配電から提出のあった実施案をもとに総合的にご議論いただいた。

◼ 本日は、前回及び今回委員会でのご議論も踏まえ、受益者及び費用負担割合等についてご議論
いただきたい。
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3１．運転維持費の算定について

◼ 広域系統整備計画の策定時点で、運転維持費の各費用（修繕費・その他経費等）を個別に算定
することは難しいため、これまでの広域系統整備計画における概算運転維持費は、設備分類ごとの
工事費に年経費率と耐用年数を乗じることで算定してきた。

◼ これまでの議論を踏まえ、中部関西間連系線の概算工事費を仮に約589億円*1として、概算運転
維持費を算定すると約628億円（28.4億円/年*2）となる。

*1 概算工事費は将来増強分の控除等により今後変わる可能性がある
*2 運転維持費の総額を主要な設備である変電機器の耐用年数（22年）で除した値
*3 黄色項目は全国調整スキームにおける広域系統整備交付金及び系統整備交付金の交付

対象項目
*4 四捨五入により、年経費率の各項目の合計値は合わない
*5 費用便益評価に採用した年経費率に準じて、各設備所管部門の営業費用から工事費に

関する費用（減価償却費及び固定資産除却費）を差し引くことにより算出し、事業報酬及び
追加事業報酬、一般管理費相当も考慮

*6 減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）別表第1又は
別表第２に掲げる耐用年数

《年経費率と耐用年数》*4

項目*3

運
転
維
持
費

修繕費

公租公課（固定資産税、事業税）

その他経費（賃借料など）

事業報酬

追加事業報酬

人件費

公租公課（電源開発促進税、雑税等）

その他経費（消耗品費、委託費、損害保険料等）

《運転維持費の項目イメージ》
年経費率*5

耐用年数*6
計 全国調整

スキーム対象
対象外

架空送電 4.7％ 1.5% 3.3% 36年

地中送電 4.7％ 1.5% 3.2% 25年

変電 4.3％ 1.3% 3.1% 22年



4２．全国調整スキームに基づく費用負担の考え方について

◼ 広域系統整備計画では、国への届出に係る費用の概算額は、概算工事費に概算運転維持費を
加えて算定することとされている*1。

◼ このため、中部関西間連系線の整備等に係る費用の概算額は、概算工事費を仮に約589億円*2

とした場合、概算運転維持費の約628億円を加えた約1,217億円となる。

◼ 上記を踏まえ、以下に示す全国調整スキームにおける各対象費用の負担の考え方*3に基づき、中部
関西間連系線に係る概算額の費用負担割合等について整理する。

区分 対象費用 負担方法

Ⅰ

広域系統整備計画に定める整備又は更新をしようとする電気工作物のうち、
整備し、又は更新することにより特定の者が利益を受けるものに係る費用であり、
かつ当該特定の者が当該電気工作物の整備又は更新に要する費用を負担
することが合理的であると認められるもの

当該特定の者から回収する方法

Ⅱ 全国調整スキームの対象となる費用に再エネ寄与率を乗じた額 系統設置交付金により回収する方法

Ⅲ 全国調整スキームの対象となる費用からⅡに掲げる費用を控除した費用
広域系統整備交付金、九社負担及び
特定会社負担により回収する方法*4,5

Ⅳ
広域系統整備計画に基づきその届出に係る費用からⅠ～Ⅲに掲げる費用を
控除した費用

九社負担及び特定会社負担により回収
する方法*4,5

*1 広域系統整備計画の届出に係る費用の概算額の算定方法及びその負担の方法の基準を定める件（令和５年３月31日経済産業省告示第36号）第３条
*2 概算工事費は将来増強分の控除等により今後変わる可能性がある
*3 同告示 第４条
*4 九社負担により回収する額は、特定会社負担により回収する額と同額とする
*5 地域間連系線で結ばれるエリアと全国9エリアとの費用負担比率の見直しについては、第70回電力ガス・基本政策小委員会（2024年2月27日）にて整理



5（参考）全国調整スキームに基づく費用負担の考え方（イメージ）

◼ 告示及び国審議会での整理を踏まえた工事費・運転維持費の費用負担の考え方（イメージ）は
以下のとおり。

⚫ 系統設置交付金・広域系統整備交付金は全国調整スキーム対象費部分に限定

⚫ 系統設置交付金は、再エネ便益に係る費用を対象に交付

⚫ 広域系統整備交付金は、再エネ便益に係る費用以外の費用の半分（1/2）を対象に交付

⚫ 当該特定者の負担を除く、上記以外の費用は9社負担*

工
事
費

運
転
維
持
費

• 減価償却費
• 固定資産除却費

• 修繕費
• 公租公課（固定資産税・事業税）

• その他経費（補償費、賃借料、共有
設備費等分担額）

• 事業報酬
• 追加事業報酬
• 人件費
• 公租公課（電源開発促進税、雑税など）
• その他経費（消耗品費、委託費など）

当該特定者
の負担
（Ⅰ）

系統設置交付金（Ⅱ）

広域系統整備
交付金（Ⅲ）

9社負担（Ⅲ）

系統設置交付金（Ⅱ）

広域系統整備
交付金（Ⅲ）

9社負担（Ⅲ）

9社負担（Ⅳ）
当該特定者
の負担
（Ⅰ）

全国調整スキーム対象費
再エネ由来
の効果

その他電源
由来の効果

再エネ由来
の効果

その他電源
由来の効果

全国調整スキーム対象費

特定会社負担（Ⅲ）

特定会社負担（Ⅲ）

特定会社負担（Ⅳ）

*地域間連系線で結ばれるエリアと全国9エリアとの費用負担比率の見直しについては、第70回電力ガス・基本政策小委員会（2024年２月27日）にて整理
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7（参考）関係規程類

■広域系統整備計画の届出に係る費用の概算額の算定方法及びその負担の方法の基準を定める件

（最終改正 令和５年３月31日経済産業省告示第36号）

（広域系統整備計画の届出に係る費用の概算額の算定方法）

第３条 法第28条の48第２項第３号に規定する費用の概算額は、同項第１号の電気工作物を整備し、又は更新すること
に要すると見込まれる費用に、当該電気工作物を維持し、及び運用すること（減価償却資産の耐用年数等に関する省令
（昭和40年大蔵省令第15号）別表第１又は別表第２に掲げる耐用年数の期間内に維持し、及び運用する場合に
限る。）に要すると見込まれる費用を加えて算定するものとする。

（広域系統整備計画の届出に係る費用の負担方法）

第４条 広域系統整備計画に基づきその届出に係る費用を負担した事業実施主体は、次の各号に掲げる費用の区分に応じ、
それぞれ当該各号に定める方法により、その費用を回収するものとする。

一 広域系統整備計画に定める整備又は更新をしようとする電気工作物のうち、整備し、又は更新することにより特定の者
が利益を受けるものに係る費用であり、かつ当該特定の者が当該電気工作物の整備又は更新に要する費用を負担する
ことが合理的であると認められるもの： 当該特定の者から回収する方法

二 全国調整スキームの対象となる費用（以下「対象費」という。）に再エネ寄与率を乗じた額： 系統設置交付金
（再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成23年法律第108号）第28条第１項に規定
する「系統設置交付金」をいう。以下同じ。）により回収する方法

三 対象費から前号に掲げる費用を控除した費用： 広域系統整備交付金、九社負担及び特定会社負担により回収
する方法（九社負担により回収する額は、特定会社負担により回収する額と同額とする。）

四 広域系統整備計画に基づきその届出に係る費用から前３号に掲げる費用を控除した費用： 九社負担及び特定
会社負担により回収する方法（九社負担により回収する額は、特定会社負担により回収する額と同額とする。）
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委員会（24/2/27）資料11



9Ⅰ-1 設備更新受益について

◼ 設備更新受益については、「発電等設備の設置に伴う電力系統の増強及び事業者の費用負担等の
在り方に関する指針」（費用負担GL）の考え方に準じ、更新される設備に残存する価値を適切に
評価し、設備更新が行われた場合に特定の者が受益すると評価できる範囲を特定し、当該範囲に
相当する費用については、当該特定者の負担として整理する。

＜設備更新受益の算出の考え方＞
◆ 増強等前の設備の設置に係る費用 × 使用年数 ÷ 法定耐用年数（変電：22年、送電36年）

※耐用年数を超えている場合は、増強等前の設備の設置に係る費用とする。

◆ 除却費は、増強等後の工事費と設備更新受益の比で按分する

対象工事 設備更新受益の対象工事
増強等前の設備の
設置に係る費用
[億円]

使用年数
設備更新受益
（試算値）
[億円]

中部
PG

①関ケ原開閉所新設
関ケ原開閉所所内電源供給元の
関ケ原変電所の77kV負荷開閉器取替

1.0 43年 1.0

④三岐幹線π引込 500kV三岐幹線の鉄塔建て替え他 14.5 32年 12.4

⑥北部変電所
短地絡容量対策

500kV開閉器等機器取替 5.9 29,30,38年 5.9

関西
送配電

②北近江開閉所新設
北近江及び嶺南変電所の送電線
保護リレー取替

1.9 12,14年 1.1

⑤北近江線π引込 500kV北近江線の鉄塔建て替え他 11.5 46年 9.9

計 34.8 30.3
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現状
交流ループ運用
（2026年度～）

中部関西間連系線新設
（2030年度～）

系統構成

送電線ルート
故障時の停電

必要 不要 不要

送電線ルート
故障時の出力抑制

必要 不要 不要

Ⅰ-2・Ⅰ-3 供給信頼度等向上（出力抑制回避・停電回避）について

◼ 供給信頼度向上受益については、費用負担GLの考え方に準じ、増強等以前において送電設備の
事故時に発生していた停電や大規模な発電等設備の出力抑制を回避することが可能となる場合に、
特定の者が受益すると評価できる範囲を特定し、当該範囲に相当する費用については、当該特定者
の負担とする。

◼ 中地域については、交流ループ運用の開始（2026年度～）によって現状では必要な500kV送電線ルート
事故時の停電等が解消されることから、中部関西間連系線の新設以降においては、定量的な供給
信頼度向上効果はない。
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陸
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中
部
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関
西

中
部

BTB



11３．今後の対応について

◼ 中部関西間連系線については、引き続き、受益者及び費用負担割合等の案について整理を進め、
次回以降の本委員会にてお示しすることとしたい。

《今後のスケジュール》

2024年 4・5月頃 受益者及び費用負担割合等の案の提示

6月頃 広域系統整備計画案の作成

（参考）広域系統整備計画の記載事項（業務規程 第60条第２項）

① 広域系統整備計画の策定に係る検討の経緯及びその内容

② 整備又は更新をしようとする流通設備

③ 流通設備の整備又は更新の方法

④ 工事費の概算額、運転維持費の概算額並びに費用負担の負担割合等及び考え方

⑤ 流通設備の整備又は更新の工事の完了の予定時期

⑥ 事業実施主体

⑦ その他広域連系系統の整備に関する事項


